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2．現在までの研究状況（図表を含めてもよいので、わかりやすく記述してください。様式の変更・追加は不可(以下同様)） 
 ① これまでの研究の背景、問題点、解決方策、研究目的、研究方法、特色と独創的な点について当該分野の重要文献を挙げて記述してくだ
さい。 
 ② 申請者のこれまでの研究経過及び得られた結果について整理し、①で記載したことと関連づけて説明してください。その際、博士課程在
学中の研究内容が分かるように記載してください。申請内容ファイルの「4.研究業績」欄に記載した論文、学会発表等を引用する場合に
は、同欄の番号を記載するとともに、申請者が担当した部分を明らかにして記述してください。 

① 研究の背景・問題点 
 人類は集団生活を営み、分業化と交換によって社会と経済を発展させてきた。その結果として、経
済が成熟化した先進諸国では医療技術と教育水準が向上し、生産年齢人口の割合が減少して高齢化社
会を迎えている。こうした状況下で、経済性のさらなる追求が都市部への人口一極集中を加速させ、
地方部では過疎化が深刻な問題となっている。地方創生を推進することで過疎化問題を解決し、地方
部においても持続的な豊かさを追求できるコミュニティ環境を整えることが重要である。そのために
は、経済性を重視する旧来の交換を、豊かさをもたらす交流を促進するための基盤概念へと拡大し、
且つ、地域の生活者が新たな交換に積極的に参加できるようにしなければならない。 

交換を現代経済から捉え直そうとする分析枠組みとして、サービス・ドミナント・ロジック（S-D
ロジック）[1]が注目されている。S-D ロジックは、「我々の経済的交換は特定文脈に対する交換主体
同士の能力適用である『サービス交換』を基盤としている」という価値共創に関する新たな概念を提
示することで、経営学の発展に寄与した。従来の経営学では生産活動によってモノに付加される交換
価値が分析対象の中心であったが、S-Dロジックは価値共創による使用価値や文脈価値の創造こそが
重要であると指摘する。すなわち、資源や能力の保有の多寡ではなく、資源や能力をどのように適用
するかが豊かさの源泉なのである。これは、資源の限られた地方部において持続的な豊かさを追求す
る上で有用な視点である。しかし、社会的交換は経済的交換とは異なり、S-Dロジックが前提として
いるように常に生活者が積極的に交換に参加するわけではない点に理論的限界がある。 

 高齢化社会における重要な課題の 1つに買物弱者の支援がある。平成 22年の国勢調査で 65歳以上
の買物弱者は 380万人にのぼると推計された。この課題に対処するために、行政や食料品販売事業者
が移動販売や移動支援を展開するようになった。しかし、これらの支援活動では高齢者は支援すべき
相手と見なされ、価値の共創に貢献する交換相手とは認識されてこなかった。増加し続ける高齢者に
対して、行政や事業者による一方的な支援だけでは持続的な豊かさを追求することは難しく、価値共
創の担い手として積極的に交換に参加するように高齢者を促し、変革する必要がある。 

解決方策・研究目的 

 高齢者の交換への参加促進という理論的限界を解決するために、S-Dロジックと社会的交換理論[2]
を融合する。社会的交換理論によれば、人間は交換から得られる報酬と交換に支払うコストの差分で
ある便益を最大化するために行動を選択する。2つの理論を融合させることにより、交換への参加に
対する参加障壁（コスト）と交換から得られる価値（報酬）が変化することによって高齢者の交換へ
の参加が促進されるという仮説を設定する。分析対象は、市民組織による移動販売という社会サービ
スである。当該サービスは高齢者の購買行動支援だけでなく、彼らの社会参加の促進も目的としてい
る。そのため、戸別訪問ではなく、公民館などの地域の中心的な施設に移動販売車を止めることで高
齢者に外出機会をつくっている。また、高齢者が参加しやすいようにお茶や飴を提供したり高齢者の
育てた作物を買い取ったりしており、当該サービスは経済的交換と社会的交換を包括的に備えてい
る。当該サービスの分析を通じて、高齢者の交換への参加を促進するプロセスを明らかにすることが
研究の目的である。 

研究方法 

 研究目的を達成するために、仮説に基づいて 3つの研究課題を設定した。 

(1) なぜ高齢者は交換に参加しないのか（Why） 
(2) 高齢者の交換への参加を促進する価値は何か（What） 
(3) どのように高齢者は交換への参加を促進するのか（How） 

 研究目的を達成するために、申請者は博士前期・後期課程を通じて、3つの研究を実施した（図 1）。   

 
[1] Vargo, S. L. and Lusch, R. F. (2004). Evolving to a New Dominant Logic for Marketing. Journal of Marketing, 68(1), 1-17. 
[2] Homans, G. C. (1958). Social Behavior as Exchange. American Journal of Sociology, 63(6), 597-606. 
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3．これからの研究計画 

(1) 研究の背景 
  2.で述べた研究状況を踏まえ、これからの研究計画の背景、問題点、解決すべき点、着想に至った経緯等について参考文献を挙げて 

記入してください。 

研究計画の背景・問題点・解決すべき点 

 これまでの研究成果から、高齢者の交換への参加促進プロセスを明らかにしてきた。しかし、コミ
ュニティにおける豊かさの持続可能性を高めるには、高齢者を始めとする地域内の生活者という内部
資源の活用だけではいずれ枯渇する可能性が高く、外部資源をどのように活用していくかを考えなけ
ればならない。本研究では、外部資源として地域に訪問する部外者である旅行者に着目する。地域に
ついて学び地元市民と地域の振興策を協議・実践するという学習・貢献活動を通じて、旅行者が地域
への関与度を高め、一般行為者へと変革することで、コミュニティにおける豊かさの持続可能性をさ
らに高めることが可能となる。 

着想に至った経緯 

申請者は前述の社会サービスに関する研究と並行して、地域の伝統的工芸品産業を振興するための
マネジメント手法をテーマに、観光を対象とする研究にも取り組んできた（※業績 9, 10, 12, 13, 14, 27, 
28）。研究成果発表では、申請者が明らかにした潜在的交換主体の参加促進モデルは普遍性が高く、
高齢者だけでなく旅行者にも応用できるとの評価を受けた。また、文献調査[3]から、観光地の周遊に
対する活動計画支援ツールに関する研究は蓄積があるものの、前述のような旅行者の学習・貢献活動
を主体とする観光形態（スタディツアーと呼ぶ）への展開が欠けていることがわかった。以上のこと
から、持続的な豊かさを追求するコミュニティ形成のためには、潜在的交換主体の参加促進モデルを
活動計画支援ツールに応用した上で、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
法を構築することが有効であるという着想を得た。 

[3] 原辰徳. (2016). 東京五輪に向けた観光情報学と観光プランニングサービス. 人工知能学会誌, 31(6), 858-863. 
 
 

(2) 研究目的・内容（図表を含めてもよいので、わかりやすく記述してください） 
 ① 研究目的、研究方法、研究内容について記述してください。 
 ② どのような計画で、何を、どこまで明らかにしようとするのか、具体的に記入してください。 
 ③ 共同研究の場合には、申請者が担当する部分を明らかにしてください。 
 ④ 研究計画の期間中に異なった研究機関（外国の研究機関等を含む）において研究に従事することを予定している場合はその旨を記載 
してください。 

研究目的 

 本研究の目的は、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手法を構築すること
である。研究目的を達成するために、以下の 3つの研究課題を設定する。 

(A) 地域関与度の評価指標の作成 
(B) 旅行者に対する学習・貢献活動計画の作成支援 
(C) スタディツアーの旅行者 PDCAサイクルの円滑化 

 本研究は、スタディツアーを対象に分析を進めることから、スタディツアーを展開する観光事業者
と協力して研究を進める必要がある。具体的には、スタディツアーを展開する観光事業者として、一
般社団法人リディラバを選定する。全国規模でスタディツアーを展開するリディラバは、若年層の社
会問題への関心喚起や都市と農山漁村を往来するライフスタイルの普及に努めており、これまでに観
光庁や農林水産省などから多数表彰されている。既にリディラバのスタディツアーを通じて移住を果
たした旅行者も大勢おり、彼らのスタディツアーは地方創生に貢献していることから、リディラバの
展開するスタディツアーを研究対象として選定する。申請者はリディラバ代表理事の安部敏樹氏と定
期的に連絡を取っており、既に研究協力を依頼し承諾を得ている。 

研究方法・研究内容 

(A) 地域関与度の評価指標の作成 
本研究では、旅行者の地域に対する学習・貢献活動の度合いを地域関与度と呼ぶ。旅行者の地域関
与度を高めることが持続的な豊かさを追求するコミュニティを形成する上で重要であるが、地域関与
度の評価指標に関する研究の蓄積はまだ十分にない。そこで、本研究では研究課題 Aとして、旅行者 
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（研究目的・内容の続き） 

学習・貢献活動の計画）の連携強化が有効
である（図 4）。 

Do（学習・貢献活動の実践）と Check（地
域関与度の評価）の連携を強化するため
に、これまでリディラバのスタディツアー
に参加した旅行者の中で、貢献意欲が高い
ものの地域関与度が十分に上がらなかっ
た 20 名を抽出し、彼らが新たにスタディ
ツアーに参加する際に同行し参与観察を
実施する。本研究で学習・貢献活動計画を
支援済みであるため、貢献意欲が高いにも
関わらず地域関与度が上がらなかった旅
行者は、学習・貢献活動の実践中にボトル
ネックがあると推測される。ボトルネック
となっている行動を明らかにし、それらを
解消することで、学習・貢献活動の実践が地域関与度の向上に繋がるようにする。これには、旅行者
の行動を質的に細かく分析できる参与観察が最も効果的である。 

次に、Action（学習・貢献活動の振り返り）と Plan（学習・貢献活動の計画）の連携を強化するた
めに、CT-Planner内で各旅行者のこれまでの学習・貢献活動の履歴を管理できるようにする。学習・
貢献活動の実績を類型別に点数表示し、それらから今後のスタディツアーで求められる学習・貢献活
動を旅行者自身が理解・把握できるよう工夫していく。これら 2つの方策から、Doと Check及びAction
と Planの連携を強化し、スタディツアーにおける旅行者 PDCAサイクルを円滑にする。 

 

(3) 研究の特色・独創的な点 
  次の項目について記載してください。 
   ① これまでの先行研究等があれば、それらと比較して、本研究の特色、着眼点、独創的な点 
 ② 国内外の関連する研究の中での当該研究の位置づけ、意義 
   ③ 本研究が完成したとき予想されるインパクト及び将来の見通し 

① 本研究の特色、着眼点、独創的な点 
 これまでの観光による地域経営は、地域が観光をどのようにマネジメントするかに焦点が当てられ
ていた[4]。一方で、旅行者支援に関する観光情報学では、旅行者が周遊観光を円滑に行なうための支
援が主題であった[3]。これら 2つの視点を融合し、旅行者を支援しながら彼らの地域関与度を高める
スタディツアーのマネジメント手法を構築することによって、持続的な豊かさを追求するコミュニテ
ィの形成を目指す点が本研究の独創的な点である。 

② 本研究の位置づけ、意義 
 社会サービスに対する経営学は、既存サービスの分析に主眼が置かれている。しかし、高齢化社会
において地方創生を推進する社会サービスを生み出すには、サービスを実際に設計し社会展開する中
で試行錯誤することが不可欠である。それは、提供者による一方的なサービス設計では社会に浸透し
ない。経営学に加えて工学の知見も活用することで、旅行者によるスタディツアーの設計支援及びそ
のマネジメント手法を構築する本研究の学術的意義は、生活者によるサービス設計への参加促進に関
する知見を得られることにある。 

③ 研究成果のインパクト及び将来の見通し 
 スタディツアーのマネジメント手法を構築することで、旅行者の地方部に対する地域関与度を高
め、都市部への人口一極集中を緩和することができる。また、地域経営は新興の学問分野であり学際
的でもあるので、基礎理論の構築やディシプリンの整備がまだ十分でない。本研究で、社会科学と自
然科学の知見を融合して、潜在的交換主体の参加促進モデルの有用性を示すことができれば、本モデ
ルが地域経営の発展のための基礎理論として応用されることが期待できる。 
 
[4] 安村克己. (2006). 観光まちづくりの力学, 学文社. 
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図 4 スタディツアーにおける旅行者 PDCAサイクル 
の 2つの連携強化方策 
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に関する先行研究について整理する。

旅行者の大量データを分析
機と観光における活動の法則性を見出すこと

交換主体の参加促進要素を

潜在的交換主体の参加促進
データ分析の結果を統合し

関与度の評価指標の素案を作成する。

スタディツアーを通じて移住した
を対象にした
から、地域関与度の
得られた研究成果をサー

の主要な国際会議である
、観光経営の主要な学術雑

Tourism Managementに投稿する。

して欲しいこと
ツールに組み込む
観光事業者と地元市民を集

めたワークショップを開催する。

ワークショップから得られた結果に基
して欲しいこと

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
してもらうだけでなく、観光事業者

から、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動
計画の作成支援方法を明らかにする。
それぞれの学会誌に投稿する。 

（学習・貢献活動の実践）と
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上が
を抽出し、彼らが新たにスタディツアーに

（学習・貢献活動の振り返り）と
旅行者の学習・貢献活動の個人履歴

及び Actionと
サイクルを円滑に

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
する。得られた研究成果を
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１～３年目について年次毎に記載

） 

受入研究室の原辰徳准教授（東京大学）を通じて、
者の大量データを入手済みである。研究課題

ための勉強会に参加

経営学や心理学における消費者の変革
に関する先行研究について整理する。 

旅行者の大量データを分析し、観光動
機と観光における活動の法則性を見出すこと

交換主体の参加促進要素を

潜在的交換主体の参加促進モデル、
を統合し、地域

関与度の評価指標の素案を作成する。 

スタディツアーを通じて移住した地域
したアンケート

地域関与度の評価指標
得られた研究成果をサー

の主要な国際会議である AMA 
、観光経営の主要な学術雑
に投稿する。 

して欲しいこと」という条
込むべきかを明
と地元市民を集

めたワークショップを開催する。 

ワークショップから得られた結果に基
して欲しいこと」のツール

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
観光事業者との対話の機会も設ける。その後、旅行者と観光事業者の双方に
、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動

計画の作成支援方法を明らかにする。得られた研究成果をサービス学会と観光情報学会にて発表

（学習・貢献活動の実践）と Check
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上が

スタディツアーに参加する

（学習・貢献活動の振り返り）と
の個人履歴及び点数表示

と Planの連携強化
円滑にする。

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
する。得られた研究成果を隔年開催の
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１～３年目について年次毎に記載

受入研究室の原辰徳准教授（東京大学）を通じて、研究課題
研究課題 B

ための勉強会に参加

経営学や心理学における消費者の変革

観光動
機と観光における活動の法則性を見出すこと

交換主体の参加促進要素を明

モデル、
地域

地域
アンケート
評価指標

得られた研究成果をサー
AMA 

、観光経営の主要な学術雑
 

」という条
かを明

と地元市民を集

ワークショップから得られた結果に基
ツールへの組み込み方法を設計し、ツール開発する。

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
との対話の機会も設ける。その後、旅行者と観光事業者の双方に

、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動
得られた研究成果をサービス学会と観光情報学会にて発表

Check（地域関与度の評価）の連携を強化するために、スタ
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上が

参加する際に同行し参与観察を実施する。

（学習・貢献活動の振り返り）と Plan（学習・貢献活動の計画）の連携を図るために、
及び点数表示の機能

の連携強化に関する研究成果を統合して
する。 

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
隔年開催の AMA SERVSIG
に投稿する。

１～３年目について年次毎に記載してください

研究課題 Aで実施するデータ分析に関する旅行

への組み込み方法を設計し、ツール開発する。

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
との対話の機会も設ける。その後、旅行者と観光事業者の双方に

、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動
得られた研究成果をサービス学会と観光情報学会にて発表

（地域関与度の評価）の連携を強化するために、スタ
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上が

際に同行し参与観察を実施する。

（学習・貢献活動の計画）の連携を図るために、
の機能をツールに

に関する研究成果を統合して

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
AMA SERVSIGにて発表し、サービス
に投稿する。 

申請者

図

してください。元の枠に収まっていれば、年次毎の配分は変

で実施するデータ分析に関する旅行

への組み込み方法を設計し、ツール開発する。

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
との対話の機会も設ける。その後、旅行者と観光事業者の双方に

、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動
得られた研究成果をサービス学会と観光情報学会にて発表

（地域関与度の評価）の連携を強化するために、スタ
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上が

際に同行し参与観察を実施する。

（学習・貢献活動の計画）の連携を図るために、
ツールに導入する。

に関する研究成果を統合して

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
にて発表し、サービス
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（地域関与度の評価）の連携を強化するために、スタ
ディツアーに参加した旅行者の中で貢献意欲が高いものの地域関与度が十分に上がらなかった

際に同行し参与観察を実施する。 

（学習・貢献活動の計画）の連携を図るために、
する。 

に関する研究成果を統合して、スタディツアー

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
にて発表し、サービス経営
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で実施するデータ分析に関する旅行

への組み込み方法を設計し、ツール開発する。 

「したいこと」の顕在化プロセスを明らかにするために、旅行者にはツールを利用
との対話の機会も設ける。その後、旅行者と観光事業者の双方に

、ツールの利用及び観光事業者による支援の両方を総合した学習・貢献活動
得られた研究成果をサービス学会と観光情報学会にて発表し、

（地域関与度の評価）の連携を強化するために、スタ
らなかった 20 名

（学習・貢献活動の計画）の連携を図るために、

、スタディツアーに

をとりまとめ、旅行者の地域関与度を高めるスタディツアーのマネジメント手
経営の主要な学
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－９－ ＰＤ 

(5) 受入研究室の選定理由 
採用後の受入研究室を選定した理由について、次の項目を含めて記載してください。 
① 受入研究室を知ることとなったきっかけ、及び、採用後の研究実施についての打合せ状況 
② 申請の研究課題を遂行するうえで、当該受入研究室で研究することのメリット、新たな発展・展開 

※ 個人的に行う研究で、指導的研究者を中心とするグループが想定されない分野では、「研究室」を「研究者」と読み替えて記載し

てください。 

研究機関移動の要件について、実質的な研究機関移動と認められるか否かは採否の重要な判断基準となります。出身研究機関以外を
受入機関とする場合でも、以下のような状況については、実質的な研究機関移動と認められません。実質的な研究機関移
動に該当しないと誤解を招く恐れがある場合は、博士課程での研究の単なる継続ではなく、研究環境を変えて、新たな研究課題に挑
戦するための実質的な研究機関移動であることを研究室の選定理由と関連づけて具体的に説明してください。 

 

・申請者の出身研究室に同時期にいた研究者を受入研究者とする等、大学院博士課程在学当時より指導関係にある者を受入研究
者とすること。 
・研究指導の委託先で研究を続ける等、博士課程在学当時から受入研究機関で研究を行っていること。 
・採用後の主たる研究活動が博士課程在学時の研究機関で行われること。 

① 受入研究室を知るきっかけ及び採用後についての打合せ状況 
 受入研究室の原辰徳准教授（東京大学）を最初に知ることとなったきっかけは、申請者が観光情報学
に関する文献調査をしていたことからである。その後、サービス学会の全国大会での発表を通じて知り
合った。それから継続的に連絡を取り合い、メールや学会などで意見交換を続けてきた。現在、申請者
は原研究室の特任研究員として、既に原准教授や研究室の学生と共同で観光情報学に関する研究を進め
ている（※業績 24）。また、今回の研究計画に関しても、原准教授と議論を重ねている。これまでの打
合せから、観光者支援の視点が主であった研究室の研究テーマに対して、申請者が地域との共生の視点
を取り入れることで研究の幅を広げていくことが原准教授から期待されている。 

② 受入研究室で研究することのメリット及び新たな発展・展開 
 申請者は、経営学の研究室に在籍していた。経営学は新たなサービスを設計することより既存サービ
スを分析することを重視する。そこから、工学の研究室に移ることで、既存サービスの分析に留まらず、
新たなサービスを設計し社会展開するまでの研究成果が得られる。さらに、受入研究室で研究すること
により、申請者は社会科学と自然科学の両方のディシプリンを身に付け、高齢化社会における持続的な
豊かさを追求するコミュニティの形成に求められる学際研究をとりまとめる研究者としての素養を高
めることができる。 
 (6) 人権の保護及び法令等の遵守への対応 
本欄には、研究計画を遂行するにあたって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究、生命

倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策と措置を講

じるのか記述してください。例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、国内外の文化遺産の調査等、提供を受けた試料

の使用、侵襲性を伴う研究、ヒト遺伝子解析研究、遺伝子組換え実験、動物実験など、研究機関内外の情報委員会や倫理委員会等における

承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となりますので手続きの状況も具体的に記述してください。 
なお、該当しない場合には、その旨記述してください。 

本研究では、個人情報を伴うアンケート、インタビュー及び参与観察を実施することが予定されてい
る。したがって、アンケートを実施する際には「アンケートデータは研究の目的で統計分析のみに使用
する」と明記する。データ保管に関しても、PC からの情報漏洩の防止に十分努める。インタビュー及
び参与観察においては、実施前に調査目的を先方に十分に伝え、実施後に内容を書き起こして調査対象
者に内容の確認及び調査目的での使用の確認を徹底する。さらに、調査開始前には、アンケート及びイ
ンタビューの質問項目について、東京大学の倫理委員会の審議を受けて承認を得る予定である。 
 
 

 
申請者登録名  Ho   Quang Bach           



－１０－ ＰＤ 

4．研究業績（下記の項目について申請者が中心的な役割を果たしたもののみ項目に区分して記載してください。その際、通
し番号を付すこととし、該当がない項目は「なし」と記載してください。申請者にアンダーラインを付してください。業績が
多くて記載しきれない場合には、主要なものを抜粋し、各項目の最後に「他○報」等と記載してください。査読中・投稿中の
ものは除く） 
(1) 学術雑誌等（紀要・論文集等も含む）に発表した論文、著書（査読の有無を区分して記載してください。査読のある
場合、印刷済及び採録決定済のものに限ります。） 
  著者（申請者を含む全員の氏名（最大 20 名程度）を、論文と同一の順番で記載してください）、題名、掲載誌名、発行所、巻号、pp 開

始頁－最終頁、発行年をこの順で記入してください。 

(2) 学術雑誌等又は商業誌における解説、総説 
(3) 国際会議における発表（口頭・ポスターの別、査読の有無を区分して記載してください） 
   著者（申請者を含む全員の氏名（最大 20 名程度）を、論文等と同一の順番で記載してください）、題名、発表した学会名、論文等の番

号、場所、月・年を記載してください。発表者に○印を付してください。（発表予定のものは除く。ただし、発表申し込みが受理されたも

のは記載しても構いません。） 

(4) 国内学会・シンポジウム等における発表 
   (3)と同様に記載してください。 
(5) 特許等（申請中、公開中、取得を明記してください。ただし、申請中のもので詳細を記述できない場合は概要のみの記述で構いませ
ん。) 

(6) その他（受賞歴等） 
(1)学術雑誌等（紀要・論文集等も含む）に発表した論文、著書 

Journals（査読有り） 
1. Ho, B. Q., & Shirahada, K. (2016). Knowledge Co-Creation and Co-Created Value in the Service for the 

Elderly. International Journal of Knowledge and System Science, 7(2), 28-39. 

2. ホーバック, 白肌邦生. (2015). 地方高齢者の購買行動特性の分析. 地域活性研究, 6, 71-78. 
Peer-Reviewed Proceedings（査読有り） 
3. Ho, B. Q., & Shirahada, K. (2017). Services as a Platform to Promote Prosocial Behavior in the Elderly. 

Proceedings of ICServ 2017, in press.  

4. ホーバック, 白肌邦生. (2017). 高齢化社会に向けた高齢者変革サービスモデルの提案. サービ
ス学会第 5回国内大会講演論文集, 290-297. 

5. ホーバック, 白肌邦生. (2016). 共助サービスへの動機付け要因の分析. サービス学会第4回国内
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6. ホーバック, 周鵬程, 白肌邦生. (2016). 向社会的サービスへの参加を促進する知識共有の考察. 
知識共創, 6, V21-V27. 

7. ホーバック, 白肌邦生. (2015). アクティブシニアによる持続可能な地域づくり：若々しさ指標の
開発と学助によるその醸成. 地域活性学会第 7回研究大会論文集, 271-274.  

8. Ho, B. Q., & Shirahada, K. (2015). Elderly Fear of Participation in Service. Proceedings of QUIS14, 
32-41. 

9. ホーバック, 白肌邦生. (2015). 自分ごと化促進のためのツーリズム手法「ServEduVenture モデ
ル」の提案. サービス学会第 3回国内大会講演論文集, 525-528. 

10. Ho, B. Q., & Shirahada, K. (2014). Premise Knowledge Determining Customer Experiential Value. The 
3rd Asian Conference on Information System (ACIS 2014) the Proceedings, 457-461.        
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